

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































?F. Ermacora, M. Nowak, H. Tretter














































































































































































































































































































































































??“UNHCR’s Comments on the Bill  to
 
Reform the Immigration Control and Refu-
gee Recognition Act of Japan 19May2004,













Migrations in Abusive Conditions and the
 
Promotion of Equality of Opportunity and
 



















際条約（International Convention on Protec-
tion of the Rights of all Migrant Workers
 
and Members of Their Families）」といい、
1990年に国連総会で採択された。同条約第30
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条は、子どもが平等に教育を受ける権利を定
める。特に公立学校においては、これが本人
又は両親の非適法状態によって拒否又は制限
されないとする（金東勲、前掲書、132頁以
下、松井芳郎・薬師寺公夫他編『国際人権条
約･宣言集（第３版）』東信堂、2005年、548頁
以下；http://www.un.org/documents/ga/
res/45/a45r158.htm）。
??金東勲、前掲書、30頁以下。
??難民条約第35条１項によれば、「締約国は、国
際連合難民高等弁務官事務所又はこれを承継
する国際連合の他の機関の任務の遂行に際し、
これらの機関と協力することを約束する」と
定め、条約実施に際する締約国の協力を義務
づけている。
??日本国憲法第13条前段は、一人ひとりの人間
が「人格」の担い手として最大限尊重されな
ければならないという趣旨であって、これは
「人格の尊厳」ないし「個人の尊厳」原理を表
している。第14条は「人格の平等」原理を規
定しており、13条と14条と相まって、日本国
憲法が「人格」原理を基礎とすることを明ら
かにするものである。人格の尊厳原理は二つ
のことを要請する。第１に、およそ公的判断
が個人の人格を適正に配慮するものであるこ
とを要請する。第２に、そのような適正な公
的判断を確保するための適正な手続を確立す
ることを要求するものである。また、今日の
憲法学において、「人間の尊厳」は具体的な生
命権との関連から、生殖技術や生命操作等の
生命倫理問題の法的規律に関するキーワード
として用いられてきている（佐藤幸治、『憲法
（第三版）』青林書院、1995年、444頁；根森健
編著『資料集・人権保障の理論と課題』尚学
社、2002年、38頁以下；嶋崎健太郎「生命の
権利と人間の尊厳」『日独憲法学の創造力（上
巻）』信山社、2003年、311頁以下；拙稿「人
権保障の基本原理に関する比較法的考察」『法
学新報109巻５・６号』、2003年、297頁以
下）。
??入国管理局ホームページ（「第164回国会にお
いて成立した「出入国管理及び難民認定法の
一部を改正する法律（平成18年５月24日法律
第43号）について」」、http://www.immi-moj.
go.jp/keiziban/happyou/20060524 law43.
pdf）参照。
??米国においては、移民等の永住資格者を指紋
押捺対象から除外している（朝日新聞、2006
年５月17日）。
??これは、2005年改正による新設第61条の９に
基づくものである。すなわち、同条第１項に
より、法務大臣は、入管法の規定に「相当す
る職務を行う外国の当局に対し、その職務の
遂行に資すると認める情報を提供することが
できる」ことになっている（朝日新聞、2006
年５月11日、15日）。
??新設第24条の３の２によれば、「公衆等脅迫目
的の犯罪行為のための資金の提供等の処罰に
関する法律第１条に規定する公衆等脅迫目的
の犯罪行為、公衆等脅迫目的の犯罪行為の予
備行為又は公衆等脅迫目的の犯罪行為の実行
を容易にする行為を行うおそれがあると認め
るに足りる相当の理由があるとして法務大臣
が認定する者」は、本邦からの退去を強制す
ることができることとなった（法務省ホーム
ページ「第164回国会（常会）提出主要法律
案」、http://www.moj.go.jp/HOUAN/NYU-
KANHO05/refer04.pdf, 2006年９月27日検
索）。
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